
第第9595期（平成期（平成1212年度）決算の概要年度）決算の概要

株式会社　静 岡 銀 行



△２９．６

△２９．３

１１．４

△７８１８５当期純利益

△１２４２９９経常利益

２９７２，９１１経常収益

前期比
　　　　（億円）　　　　　　　（％）

12年度
（億円）

≪利益の状況≫
静銀経営ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ㈱

静 銀 ﾘ ｰ ｽ ㈱

静岡ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｰｻｰﾋﾞｽ㈱

静 銀 信 用 保 証 ㈱

静銀ﾃﾞｨ ｰ ｼ ｰ ｶ ｰ ﾄ ﾞ㈱

静 岡 ｷ ｬ ﾋ ﾟ ﾀ ﾙ ㈱

静 銀 ﾃ ｨ ｰ ｴ ﾑ 証 券 ㈱

静 銀 静 浦 代 理 店 ㈱

静銀地頭方代理店㈱

欧 州 静 岡 銀 行

静 銀 総 合 ｻ ｰ ﾋ ﾞ ｽ ㈱

静岡ﾓｰｹﾞｰｼﾞｻｰﾋﾞｽ㈱

静 岡 資 産 管 理 ㈱

静銀ﾋﾞｼﾞﾈｽｸﾘｴｲﾄ㈱

　静岡銀行グループの経常収益は、静岡銀行での「その他経常収益」や
「資金運用収益」を中心に前期比＋297億円増加して2,911億円となりまし
た。「その他経常収益」の増加は、退職給付会計導入に伴う会計基準変更
時差異処理のための退職給付信託設定益の計上および株式等売却益の増加
等が主因となっています。

（経常費用は退職給付会計による会計基準変更時差異の一括処理費用342億
円を計上したことを主因に、前期比＋421億円増加の2,612億円となりまし
た。）

Ø連結経常収益 前期比＋297億円増収

　退職給付会計による会計基準変更時差異の前倒し処理を主因とする経常
費用の増加により、連結経常利益は前期比▲124億円の299億円、連結当期
純利益は同▲78億円の185億円となりました。

Ø連結経常利益 前期比▲124億円減益　　連結当期純利益 同▲78億円減益

利益の状況（連結）利益の状況（連結）
　

≪連結対象会社(14社) ≫

１



利益の状況（単体）利益の状況（単体）

１１．６２７４２，６３６経常収益

△３３．４△１４３２８６経常利益

△３３．２△１４９３００税引前当期利益

△３２．０△８６１８３当期純利益

業務純益

経　　　費

一般貸倒引当金繰入額

増減率増減額

－
－

１４．８

３４２
１７４

２４

３４２
１７４
１９０

うち退職給付会計導入変更時差異償却
うち退職給付信託設定益
うち個別貸倒引当金繰入額

△６７．９△３５△８７臨時損益

△１７．０△８４４１３業務純益（一般貸倒引当金繰入前）

△２２．６△１０９３７４

△３．０△２６８６３

１７６．７２５３９

△４．１
△１．３
△０．６

２３０．５
△１１１．３

△９３．５

△５０
△１５

△０
８

△６９
△４４

１，１５４
１，１８８

１１７
１２

△７
３

うち資金利益
　　（債券償還損益除き）
うち役務取引等利益
うち特定取引利益
うちその他業務利益
　　　（国債等債券関係損益）

△８．０△１１１１，２７５業務粗利益

前期比12年度

【静岡銀行単体】

(億円、％）

Ø経常収益 前期比＋274億円増収

　退職給付会計導入に伴う会計基準変更時差異
処理のための退職給付信託設定益の計上や株式
等売却益の増加等を主因として前期比＋274億
円増収の2,636億円となりました｡(経常費用は
退職給付会計による会計基準変更時差異を平成
12年度中に一括処理したため､処理費用342億円
の計上などにより前期比＋418億円増加の2,350
億円となりました｡)

Ø業務純益 前期比▲109億円減益

　経営合理化の進展による経費削減､特定取引利
益の改善などの増益要因はありましたが、超低
金利環境の長期化に伴う有価証券などの資金運
用利回り低下による資金利益の減少、国債等債
券関係損益の減少、一般貸倒引当金繰入額の増
加などにより業務純益は前期比▲109億円減少
し374億円となりました。

Ø経常利益　前期比▲143億円減益

　業務純益の減少、退職給付会計導入に伴う会
計基準変更時差異の一括処理を主因として経常
利益は前期比▲143億円減少し286億円となりま
した。

Ø当期純利益　前期比▲86億円減益

　経常利益が▲143億円減少したことにより当
期純利益は前期比▲86億円減少し183億円とな
りました。 ２



△０．７７９．３６１０．１３１０．３５中核自己資本比率

△１．３６１２．５８１３．９４１３．６９ＢＩＳ自己資本比率

△０．５８１０．４７１１．０５１１．１４ＴｉｅｒⅠ自己資本比率

前期比13年3月末12年3月末11年3月末

≪連結ベース≫

≪自己資本･リスクアセットの内訳≫

（％）

１1－－控除項目

６５１６４９９１４１マーケットリスク相当額

２１３１，０７４８６１９２８オフバランス

１，１８５４６，９６５４５，７８０４４，５９７オンバランス

１，４６３４８，２０３４６，７４０４５，６６６リスクアセット

△３３４１，０１９１，３５３１，１６２ＴｉｅｒⅡ

１０９５３８４２９３６１税効果相当額

△１１６５，０５０５，１６６５．０９０ＴｉｅｒⅠ

△４５１６，０６８６，５１９６，２５２自己資本

前期比13年3月末12年3月末11年3月末

（億円）

※中核自己資本比率＝（TierⅠ－税効果相当額）÷リスクアセット

時価会計に伴う
有価証券評価損
益のｵﾝﾊﾞﾗﾝｽ化
によるﾘｽｸｱｾｯﾄ
の増加

株価低下による
有価証券評価益
の減少

自己資本比率自己資本比率
ØＢＩＳ自己資本比率は１２．５８％
　　　有価証券含み益等を含まない基本的項目であるTierⅠのみで１０．４７％
　　　TierⅠから税効果相当額を控除した中核自己資本比率でも９．３６％と
　　　ＢＩＳが定めた国際統一基準である８％をクリアしています。

３



アセットクォリティ①アセットクォリティ①

８５．１５

２．８３

１，４５２

８７．５８

３．３７

１，７３６

１８５

４

１，２３１

３１６

12／3末

８６．８０

３．７３

１，９１２

８８．９１

４．４１

２，２７４

３７２

７

１，６６５

２３０

13／3末

１．６５

０．９０

４６０

１．３３

１．０４

５３８

１８７

３

４３４

△８６

前期比

総貸出金に占める割合（％）

担保・保証等によるカバー率（％）

部分直接償却を実施した場合

担保・保証等によるカバー率（％）

総貸出金に占める割合（％）

リスク管理債権合計

貸出条件緩和債権額

３カ月以上延滞債権額

延滞債権額

破綻先債権額

≪リスク管理債権≫　　　 　　　　　　　　(億円） ≪金融再生法開示基準の不良債権≫ 　　　　　(億円)

◎13年3月末のリスク管理債権開示基準の見直しについて

条件緩和の判定基準を厳格化
（再建支援でないことが明確でないものは金利水準に拘わらず開示対象としました）

債務者区分の判定基準を厳格化
（債務償還力など財務内容の改善に長期間を要するものは開示対象としました）

貸出条件緩和債権

延滞債権

８５．４９

２．７８

１，４５４

８７．８６

３．３１

１，７３８

１８８

９０２

６４８

12／3末

４６０

１．６３８７．１２担保・保証等によるカバー率（％）

０．８７３．６５総与信に占める割合（％）

１，９１４部分直接償却を実施した場合

１．３１８９．１７担保・保証等によるカバー率（％）

１．００４．３１総与信に占める割合（％）

５３８２，２７６金融再生法開示基準の不良債権合計

１９１３７９要管理債権

１３２１，０３４危険債権

２１５８６３破産更生債権及びこれらに準ずる債権

前期比13／3末

Øリスク管理債権、金融再生法開示基準による不良債権とも総貸出金、総与信に占める割合は５％未満と
低水準を維持しています。

４



アセットクォリティ②アセットクォリティ②
≪不良債権処理額推移≫

≪償却･引当基準≫

１　ー　１　△１　△２　１　△１　　特定海外債権引当勘定繰入額（③）

△３　３６　２５　３９　１４　５０　７　　一般貸倒引当金純繰入額（②）

２０５　

１５４　

１５１　
３　

－　

１０年度

２６６　

２６０　

２５４　
３　
３　

９年度

前期比

　不良債権処理額（①）

１８２　

１４６　

１１５　
１　

３０　
　

１３年度予想

△５０　５３　２３２　１７９　　貸倒償却引当費用（①＋②＋③）　

　△４８　２７　１９４　１６７　

△７５　
１　

２６　

２５　
△２　

４　

１９０　
０　
４　

１６５　
２　

－　

　個別貸倒引当金純繰入額
　貸出金償却
　その他の債権売却損等

前期比

１２年度　１１年度
　

(億円）

―支払承諾

７１．８４３／１０００貸 出 金

１０．９４１／１０００支払承諾

―支払承諾

貸 出 金

貸 出 金

１８．５２０／１０００

１．１７３／１０００

予想損失率 引当基準

要注意先債権

要管理先債権

【一般貸倒引当金】・・・残高　２５１億円

破綻先債権
Ⅲ・Ⅳ分類額全額を個別貸倒引当金に計上しています。

実質破綻先債権

【個別貸倒引当金】・・・残高　６４３億円

過去３算定期間の貸倒実績率の平均値にもとづき､今後３年間の予想損失率を算出し、Ⅲ
分類とされた債権に予想損失率を乗じて、個別貸倒引当金に計上しています。

破綻懸念先債権

引当基準債務者区分

各債務者区分ごとに､債権の平均残存期間に対する過去３算定
期間の貸倒実績率の平均値にもとづき、今後の一定期間におけ
る予想損失額を算出し一般貸倒引当金に計上しています。

正常先債権

科目債務者区分

５



新会計基準の影響①新会計基準の影響①

ØØ 退職給付会計退職給付会計

≪12年4月1日時点における退職給付債務≫
　

退職給付引当金
１４５億円

会計基準変更時差異
３４２億円

年金資産

５８２億円

退職給付債務
（退職金＋企業年金）

１，０６９億円

平成12年4月1日時点の会計基準変更時差異342億円（割引率、期待運用

収益率ともに3.0％で算出）は退職給付信託の設定等により全額処理し、

財務の健全性を維持。

12年度中に全額処理済

　　　

うち退職給付信託設定による処理は

１９８億円

（退職給付信託設定益　174億円）

６



新会計基準の影響②新会計基準の影響②
ØØ 金融商品の時価会計金融商品の時価会計

(注)その他有価証券の評価差額については「全部資本直入法」により処理しています。

◎減損会計に関する損益計算書への計上

(株式等償却）

△27億円

・期末の時価が簿価に比べて50％以上下落したもの

・期末の時価が簿価に比べて30％以上50％未満下落し、期末前

　６カ月間の時価が一度も簿価相当額以上にならなかったもの

株　式

－・期末の時価が簿価に比べて30％以上下落したもの債　券

損益への計上額減　損　基　準

(億円）

－

１
１１７
１１７

１

１，６９９
６９４

１，００５

ヘッジ会計適用

損益計算書貸借対照表

デリバティブ　　　　　　　　　　(想定元本）

金融派生商品(資産）
繰延ヘッジ損失(資産）
金融派生商品（負債）
繰延ヘッジ利益(負債）

有価証券(資産）
繰延税金負債（負債）
評価差額金（資本）

－
－
－

財務諸表への計上額
評価方法評価損益時価簿価

　＋１，７００１８，５４６

－繰延ヘッジ△１１６－２，３９９

金融派生商品費用 △2時価法△２－３７その他

－
時価法

(注)＋１，６９９１８，１３６１６，４３７その他有価証券

金銭の信託運用損益　１
－
－

時価法
償却原価法

原価法

＋１
－
－

３０１
４３
６６

３００
４３
６６

売買目的有価証券　
満期保有目的の債券
子会社・関係会社株式

１６，８４６有価証券等

² 「その他有価証券」についても12年度より時価会計を適用しました
² 金融商品の時価会計による期間損益への影響は軽微にとどまっています

７



Ø総貸出金平残は重点セグメントである静岡県内の中小企業向け貸出、消費者ローン

　を中心に増加しました。

34,810

27,796

34,730

28,066

35,971

29,071

25,000

30,000

35,000

40,000

10年度 11年度 12年度

中小企業等向け融資

県内中小企業等向け融資

1,115

1,187

1,271

1,000

1,050

1,100

1,150

1,200

1,250

1,300

10年度 11年度 12年度

25,708

26,869

27,425

24,500

25,000

25,500

26,000

26,500

27,000

27,500

10年度 11年度 12年度

行員一人あたり貸出金 一店舗あたり貸出金

（億円）

（百万円） （百万円）

（億円）

※中小企業基本法改正により、平成12年度より改正後の定義にて算出しております。

貸出金の状況貸出金の状況

5549,6249,0708,821うち県内消費者ローン

1,00529,07128,06627,796県内中小企業等向け貸出金

16334,11333,95033,474静岡県内貸出金平残

60011,62811,02810,793うち消費者ローン

1,24135,97134,73034,810中小企業等向け貸出金

23551,28751,05250,132総貸出金平残

前期比12年度11年度10年度

８



33,224

34,611

35,833

31,000

32,000

33,000

34,000

35,000

36,000

10年度 11年度 12年度

流動預金を中心に総預金平残は前年度比　
＋1,245億円増加しました。

11年度

＋64853,36252,71450,934
静岡県内

預金平残

＋1,24566,66465,41964,140総預金平残

前期比12年度10年度

≪預金≫

＋３２８４７５１４７１３投資信託預り残
高（末残）

＋５６８７９９２３１１３投資信託販売額

前期比12年度11年度10年度

≪投資信託≫ 出張所を含む全店への取扱店舗の拡大、
テレホンバンキングでの取扱開始等の
販売体制の充実により、販売額、預り
残高とも増加しました。

（億円）

≪個人預り資産の内訳≫

1,441

1,529

1,661

1,300

1,400

1,500

1,600

1,700

10年度 11年度 12年度

Ø行員一人あたり預金等 Ø一店舗あたり預金等

（百万円） （百万円）

（億円）

（億円）

1,4652,133668673国債

　3103867637外貨預金

　2563307411投資信託

▲56642,73743,30342,169円貨預金

1,46545,58644,12142,891個人預り資産
末残

前期比13年3月末12年3月末11年3月末

預り資産の状況預り資産の状況

９



３.５

１,２２２

５５６

1３２

８４

前期比

６７.６

３５,８３３

２７,４２５

１,６６１

１,２７１

12年度

３４,６１１３３,２２４１店舗当たり預金等

２６,８６９２５,７０８１店舗当たり貸出金

６４.１６５．４ＯＨＲ（％）

１,５２９１,４４１従業員１人当たり預金等

１,１８７１,１１５従業員１人当たり貸出金

11年度10年度

１００

７，２２６

９年度

５１６２３３９２９１取得総額（億円）

４７，１７０２４，９５４８，３５７６，６３３取得・消却株式数（千株）

９年度から累計12年度11年度10年度

(百万円、％）≪生産性・平残ベース≫

≪自己株式取得・消却実績≫

株主の皆さまへの利益還元をはかるため、平成９年度に取締役会決議で可能な自己株式の消却限
度を８千万株に定め、12年度までに累計で４７,１７０千株を取得、消却しました。

資本効率・経営効率資本効率・経営効率
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△２．３

３．８

△１８．９

前年同期比（％） 前期比（％）

△１３．７

△７．７

△２２．４

△１．８

４．８

（△１．６）

△１．１

△２０．３

前期比（％）

△１３．３

△１０．３

（△１３．６）

△２０．８

△２４．５

前年同期比（％）

13年度予想（億円）
13年度中間期予想

（億円）
＜ 連 　 　 結 ＞

１８１　８５　当 期 純 利 益

３１０　１５０　経 常 利 益

２，３６０　１，２００　経 常 収 益

１８０　８５　当 期 純 利 益

３００　１４５　経 常 利 益

（４０６）　（１９３）　(一般貸倒引当金繰入前)

３７０　１６５　業 務 純 益

２，１００　１，０７０　経 常 収 益

13年度予想（億円）
13年度中間期予想

（億円）
＜ 静 岡 銀 行 単 体 ＞

業績予想業績予想
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